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１．事業の概要 

概   要 

実施期間 

予算総額 

実  施  者 

プロジェクト 
リーダー 

独立行政法人  石油天然ガス・金属鉱物資源機構 

増田 昌敬  東京大学教授 
 

国立研究開発法人 産業技術総合研究所 

日本周辺海域に相当量の賦存が期待されているメタンハイドレートを将来のエネル
ギー資源として利用可能にするため、経済的に掘削、生産回収するための研究開発を
実施し、世界に先駆けて商業的産出のために必要な技術整備を行う。 

平成13年度（2001年度）～平成30年度（2018年度） 【18年間】 

（フェーズ2：平成21年度（2009年度）～平成27年度 （2015年度）） 

926億円  （フェーズ1では298億円、フェーズ2では628億円） 
 

年度 13～20 21 22 23 24 25 26 27 

予算(億円) 298 45 45 89 110 87 127 125 

 ※2者が、『メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム』を組織。連携・協力して事業を実施。 

注：平成25年度から27年度は、表層型メタンハイドレートの 
資源量評価のための調査予算（合計約70億円）を含む。 
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２．事業アウトカム  
事業アウトカム指標 
（妥当性・設定理由・根拠等） 

原因分析 
（未達成の場合） 

メタンハイドレート層
からのメタンガス生
産の事業化 

 

海洋エネルギー・鉱物資
源開発計画 

（平成25年経済産業省
決定） 

 
事業終了時以降は、「商業化
プロジェクト開始に向けた準
備」「民間企業を中核とした
体制整備等」を経て、平成30
年代後半に民間が主導する
商業化プロジェクトが開始さ
れるよう、国際情勢をにらみ
つつ技術開発を進める。 

 

－ 

－ 

達成状況 
（実績値・達成度） 

（波及的なアウトカム） 
・平成26年10月、メタンハイドレート
の事業化を志向し、海洋産出試験
実施や情報共有の中心的役割を
果たすべく、国内石油・天然ガス開
発企業等11社出資の日本メタンハ
イドレート調査株式会社設立。 

・平成27年1月、インド政府が主導
するインド沿岸域でのメタンハイド
レート掘削調査（日本円で約100億
円規模）を、本事業に参画する我
が国企業が受注。インドは本事業
での研究開発実績を高く評価。 

 
－ 

 

目標値（計画） 

     

（フェーズ2終了時：～平成27年度） 
特に設定なし。 

（事業目的達成時） 

平成30年代後半に民間企業が主導する商
業化のためのプロジェクトが開始される。 

 

（事業終了時：平成28～30年度） 

商業化の実現に向けた技術の整備を行う。 

・事業終了時点で、以下の条件を将来的
に達成できると見通せる技術レベルに到
達していること。 

①長期の安定的なガス生産を目指す生産
試験を実施できること (注：数箇月～1年 

 程度を想定) 

②当該試験において、商業化判断が可能
なガス生産量を確保すること (注：日量4
万～10万m3/坑を想定) 
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●経済産業省は、平成12年6月にメタンハイドレート開発検討委員会を設置し、メタンハイドレートを経
済的に掘削、生産回収するための開発計画の検討を開始、平成13年7月には、「我が国におけるメ
タンハイドレート開発計画」を発表した。 

●開発計画では、目的と6つの目標、及び目標達成に向けて段階的に技術開発を進める開発スケ
ジュールが示されている。 

●平成17年と平成20年に開発スケジュールの見直しが行われ、現在は、終了年度は平成30年度
（2018年度）までの計画としている。 

目的 
我が国周辺に相当量の賦存が期待されるメタンハイドレートについて、将来のエネルギー資源として位置づけ、その
利用に向けて、経済的に掘削・生産回収するための技術開発を推進し、エネルギーの長期安定供給確保に資する。 

目標 
１．日本周辺海域におけるメタンハイドレートの賦存状

況と特性の明確化 
２．有望メタンハイドレート賦存海域のメタンガス賦存量

の推定 
３．有望賦存海域からのメタンハイドレート資源フィール

ドの選択、並びにその経済性の検討 
４．選択されたメタンハイドレート資源フィールドでの産

出試験の実施 
５．商業的産出のための技術の整備 
６．環境保全に配慮した開発システムの確立 

開発スケジュール 

●フェーズ1（2001年度～2008年度） 

 基礎的研究（探査技術等）の推進、海洋産出試験の対

象となりうる資源フィールドの選択、陸上産出試験実施

による技術の検証 等 

●フェーズ2（2009年度～2015年度） 

 基礎的研究（生産技術等）の推進、我が国近海での海

洋産出試験の実施 等 

●フェーズ3（2016年度～2018年度） 

 商業的産出のための技術の整備、経済性・環境影響

評価等の実施 等 

３．事業アウトプット （全体目標） 



※ 「ほぼ達成」について： 第1回海洋産出試験の結果をもとに現時点で実施可能な検討が終了しているものの、より長期的な生産に伴う挙動を
確認することで、より精度の高い検討が可能であるものを「ほぼ達成」とした。 

事業アウトプット指標 
達成状況（実績・

達成度） 

目標値 

（計画） 

原因分析 

（未達成の場
合） フェーズ2の重点目標 フェーズ2の研究開発テーマ（14項目） 

Ⅰ 

海洋産出試験の実施による生産技
術の実証と商業的産出のための技
術課題の抽出（フィールド開発技術
に関する研究開発） 

① 海洋産出試験の実施 一部達成 P6、P7参照 

② メタンハイドレート資源フィールドの特性評価 ほぼ達成 P6、P7参照 

③ 海洋開発システムの検討 一部達成 P8、P9参照 

④ 第2回陸上産出試験の解析と長期試験の実施 未達成 P8、P9参照 

Ⅱ 
経済的かつ効率的な採収法の提示
（生産手法開発に関する 

研究開発） 

⑤ 生産手法高度化技術の開発 ほぼ達成 P10、P11、P12参照 

⑥ 生産性・生産挙動評価技術の開発 ほぼ達成 P10、P11、P12参照 

⑦ 地層特性評価技術の開発 ほぼ達成 P10、P11、P12参照 

Ⅲ 
我が国周辺海域でのメタンハイド
レート賦存状況の把握（資源量評価
に関する研究開発） 

⑧ 日本周辺海域のメタンハイドレート賦存状況の評価 達成見込み P13、P14参照 

⑨ メタンハイドレートシステムの検討 達成見込み P13、P14参照 

Ⅳ 

海洋産出試験を通じた環境影響評
価手法の提示 

（環境影響評価に関する 

研究開発） 

⑩ 環境リスクの分析と対策の検討 ほぼ達成 P15、P16参照 

⑪ 環境計測技術の開発 ほぼ達成 P15、P16参照 

⑫ 海洋産出試験における環境影響評価 ほぼ達成 P15、P16参照 

⑬ メタンハイドレート層開発における環境の総合評価と
最適化検討 

達成 P15、P16参照 

Ⅴ 
我が国周辺海域のメタンハイドレー
ト層が安全かつ経済的に開発できる
可能性の提示（経済性の評価） 

⑭ 経済性の評価 達成見込み P17、P18参照 

 

 

●平成21年度に開始されたフェーズ2では、開発計画を具体化した「フェーズ2実行計画」を策定し、フェーズ2における5つの目標を設定  
している。 

●フェーズ1にて、前掲の6つの目標のうち1・2は達成されたため、3-6を主体に再整理して、フェーズ2の5つの目標とした。5つの目標に
ついては、それぞれ分野を設定し、その分野ごとに個別要素技術課題を設定している。 

 

5 ３．事業アウトプット （フェーズ2の目標） 

＜フェーズ2における5つの目標と研究開発テーマ14項目＞ 
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フェーズ2の 
重点目標 

海洋産出試験の実施による生産技術の実証と商業的産出のた
めの技術課題の抽出（14項目のうち、①～②） 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場合） 

① 海洋産出試験の実施 

2回の海洋産出試験を実施し、メタンハイド
レートの一次回収手法として有望と考えられ
ている減圧法が海洋坑井に適用して、海底の
メタンハイドレート貯留層におけるメタンハイド
レート分解挙動、ガス生産挙動を明らかにし、
同手法の海洋坑井における有効性を検証す
る。 それに必要な、技術開発の実施、実施
計画の策定を行い、試験を実施して、試験結
果を解析し、課題の抽出を行う。 

第1回海洋産出試験において、海底下のメタンハイド
レート層からのガス産出を試みた結果、減圧法を適用
して、少なくとも短期間はほぼ安定したハイドレート分
解とガス生産（約6日間にわたり日量約2万立方ｍ）を
実現できることが確認できた。また、メタンハイドレート
の分解状況を把握するための多数のデータ(ガス生産
状況、モニタリング坑井の温度変化など)が蓄積でき、
かつ、それらの生産挙動を概ね説明できる状況になっ
た。 
 一方、出砂を原因として試験は6日目に中断されたこ
とから、メタンハイドレートに特有の地層の特性を考慮
した出砂対策とガス水分離の改善策を実証し、かつ、
第1回と同程度の装備・コストにて実施可能な第2回海
洋産出試験計画を策定し、平成27年度作業として、事
前掘削を実施する見込みである。（一部達成） 

【注】 第1回海洋産出
試験において抽出され
た技術課題(出砂対
策・ガス水分離)の解
決に時間をかけるとい
う判断がなされた。平
成25年度に見直され
た「海洋エネルギー・
鉱物資源開発計画」で
は、2回目の試験は平
成28年度以降に計画
変更になっている。 

② 
メタンハイドレート資源
フィールドの特性評価 

海洋産出試験で新たに得られたテー゙タを用い
て更新された貯留層ハラ゚メータ、2回の海洋
産出試験の生産テー゙タ、それらとシミュレータ
による分析結果に基づいて貯留層特性モデ
ルを再評価する。  

 「資源フィールドの貯留層評価」については、
海洋産出試験で更新された試験地点の貯留
層特性モテル゙を、地震探査テー゙タ等を利用し
て濃集帯及び資源フィールト全゙体に反映させ
る。 

第1回海洋産出試験において新たに取得された検層・
コアデータ、ガス生産実験中及び前後に取得されたガ
ス生産挙動や温度圧力データ・検層データ等(以上の
データ取得作業は①で実施)に基づき、生産シミュレー
タ(⑥参照)を利用したヒストリーマッチング等の評価を
行い、生産挙動を概ね説明可能な貯留層特性モデル
を作成した。また、これらの作業を通じて、地震探査・コ
アサンプル・検層データを総合化してハイドレート貯留
層の評価を行う手法が大幅に改善した。なお、本貯留
層特性モデルは経済性評価の検討にも活用されてい
る（⑭参照）。（ほぼ達成） 
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海洋産出試験の実施による生産技術の実証と商業的産出のた
めの技術課題の抽出（①～②の参考資料） 

フェーズ2の 
重点目標 

＜第1回海洋産出試験（2013）の坑底圧力、ガス・水生産レート＞ 

＜取得されたデータと解析のフロー＞ 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

●フェーズ2では、第1回海洋産出試験を実施した。そのための技術開発・計画策定と、結果の解析作業等を行い、

海洋坑井に減圧法が適用できて、短期間であれば一定量のガスを生産できることを実証した。一方で、出砂に

よって試験が6日間で終了したことから、長期挙動についてのデータは得られず、本手法が長期安定的に生産で

きる手法であることは実証できなかった。また、海洋産出試験で取得されたコア、検層、ガス・水生産量等の生産

データ、モニタリング井のデータ等を総合化して、メタンハイドレート貯留層の評価を行う手法が大幅に改善され、

実証された。 

船上：ガス・水生産量等 

海底：環境モニタリ
ング・4C地震探査 

生産/モニタリング
坑内：温度・圧力 

掘削時：検層・コア 
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フェーズ2の 
重点目標 

海洋産出試験の実施による生産技術の実証と商業的産出のため
の技術課題の抽出（14項目のうち、③～④） 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場合） 

③ 海洋開発システムの検討 

「海洋開発システムの概念設計」については、
海洋産出試験の結果を踏まえ、海洋開発シ
ステムの見直しを行うとともに、資源フィール
ドに適合した現実的な概念設計を終了する。 

「掘削・坑井安定化・生産・坑井仕上げ等に関
する技術検討」については、海洋産出試験結
果から技術の評価を進めるとともに、各技術
を最適化する方法を検討する。 

 

第1回海洋産出試験の実施を受けて、「ビジネスモデル
の検討」「パイプラインの初期検討」等の検討を行い、
商業化の時点での要求される技術についての検討を
進めた。また、「掘削・坑井安定化・生産・坑井仕上げ
等における技術検討」は第1回試験であきらかになった
技術課題への対応及び第2回試験の計画検討（①参
照）という横断的な形で実施された。（一部達成） 

開発システムの要件
や一部の重要な対象
の検討は進められた
が、第2回試験の実施
計画案の検討という側
面もあったため、海洋
開発システムの全体
像を示すには至ってい
ない。 

④ 
陸上産出試験の解析と長
期試験の実施 

長期産出試験の結果を分析して、海洋にお
ける生産の長期挙動評価を行うため、生産シ
ミュレータや貯留層モデルへの反映を行う。 

平成26年11月に米国エネルギー省（DOE)とメタンハイ
ドレート陸上産出試験の実現に向けた協同作業実施に
関する覚書に調印し、地下構造の解釈作業をDOE並び
に米国地質調査所（USGS)と実施中である。平成27年
末までに試掘場所候補を3か所程度に絞り込む見込み
である。（未達成） 

長期試験の実施につ
いては、想定相手先の
米国側関係者との交
渉に時間を要していた
が、平成26年度に米
国との共同研究調査
を開始でき、陸上産出
試験実現までの工程
表（試掘地点の候補地、
オペレータの候補会社、
試掘と試験実施までの
研究プログラム等を含
む）を示すに至ってい
る。 
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海洋産出試験の実施による生産技術の実証と商業的産出のた
めの技術課題の抽出（③～④の参考資料） 

フェーズ2の 
重点目標 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

●海洋開発システムに関しては、海産試験関連の検討に加えて、ビジネスモデル、パイプライン初期検討等を実施

して、開発システムの要件や一部の重要な対象の検討は進められたが、海洋開発システムの全体像を示す段階

には至れなかった。 

●陸上産出試験に関しては、期間内で試験を実現することはできなかったが、米国アラスカ州での試験を目指して

米国エネルギー省との覚書に調印し、実施地点の検討などの具体的作業に着手している。 

＜検討している開発システムの一例＞ ＜陸上産出試験実施地点の検討＞ 

アラスカ州ノーススロープ油田におけるメタンハイドレート産出
試験を目指した日米関係の覚書の調印式（日本：宮沢前経済
産業大臣、米国：ケネディー駐日大使同席） 
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経済的かつ効率的な採収法の提示（14項目のうち、⑤～⑦） 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場合） 

⑤ 生産手法高度化技術の開発 

貯留層特性に応じ、坑井あたりの生産を最大化さ
せる生産手法を整備するとともに、出砂、スキン、
細粒砂蓄積、メタンハイドレート・氷生成、流動障
害などの生産障害対策技術を開発し、貯留層特性
に適した生産障害対策指針を整備する。さらに、生
産性増進技術、生産障害対策技術を検証し、開発
した技術の総合評価及び海洋産出試験での検証
などを通じ、効率的な生産手法を提示する。 

氷の潜熱を利用する強減圧法などの生産増進効
果を室内実験や数値シミュレーションなどで検証し、
強減圧法を比較的浸透率の高い貯留層に適用し
た場合には回収率が約2倍に増加するなどの効果
を実証した。 
また、細粒砂の移流・蓄積（スキン形成）による浸
透率低下などの対策技術として、坑内での超音波
加振機構やフラクチャリングなどによる抑制効果を
室内実験にて検証・整理した（ほぼ達成）。 

⑥ 
生産性・生産挙動評価技術の
開発 

フィールド試験の検証を通じて、精度向上を果たす
と共に、生産シミュレータに対し地層変形シミュ
レータを組み合わせた実用化シミュレータを開発す
る。また、地質推計学的手法を導入し、長期生産
時の広域にわたる生産挙動及び地層変形などを
評価可能な三次元貯留層モデル化手法を開発す
るとともに、海洋産出試験の生産性・生産挙動予
測を実施し、試験計画に反映するほか、検証に
よって生産シミュレータの信頼性を評価する。さら
に、実用化シミュレータを用いて合理的な生産シス
テムを評価し、経済性を確保する生産システム設
計指針を整備すると共にLCA評価を行う。 

貯留層モデルの精緻化を図るために導入した保圧
コア解析装置群による解析結果を反映した貯留層
モデルを構築し、第一回海洋産出試験結果の検証
から生産シミュレータ(MH21-HYDRES)の精度向上
を図るとともに、断層などの不均一性を考慮したモ
デル化手法を確立した。 
また、第1回海洋産出試験の事前予測や、モニタリ
ング井配置などの計画策定に反映させた。さらに、
垂直井と深部坑井の併用システムなどの生産性
評価を行うとともにLCA評価については経済性検
討で実施し、それを反映した経済的な生産手法な
どを検討・整理した。（ほぼ達成）。 

⑦ 地層特性評価技術の開発 

不連続性、不均質性を含む貯留層モデルに対し、
坑井周辺及び広域にわたる生産に伴う地層の応
力分布及び変形、海底面の沈下挙動、地すべり可
能性、ガス漏洩可能性を検討可能な地層変形シ
ミュレータを開発する。また、生産時の坑井の健全
性を確保するための坑井強度、セメント強度、坑井
仕上げ法などの指針を提示するとともに、長期、広
域にわたる地層リスク評価技術を開発し、リスクを
回避する開発域選定指針を整備する。 

開発した地層変形シミュレータを用い、海洋産出試
験で計測された沈下挙動の検証・評価を行い結果
を再現するとともに、出砂現象の原因を評価した。 
また、坑井の接触面強度のモデル式などを提示す
るなど、坑井設計指針に必要な物性を明らかにす
るとともに、断層のタイプ（正断層、逆断層）などの
因子が最大沈下量などに及ぼす影響度を感度解
析によって明確化し、地層リスクを回避するための
判断式を提案した（ほぼ達成）。 

フェーズ2の 
重点目標 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 
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経済的かつ効率的な採収法の提示（⑤～⑦の参考資料） 
フェーズ2の 
重点目標 

●大型室内試験装置を用いて強減圧法の実証実験を行い、氷生成によるガスの増進効果を確認するとともに

フィールドスケールでの数値解析によって、比較的浸透率の高い貯留層を対象に、強減圧法を適用した場合に

は回収率が約2倍に増加するなどの効果を提示した。 

●フィールド開発技術グループや資源量評価グループなどと連携し、保圧コアの解析結果などを反映してハイド

レート飽和率や浸透率などの値を補正した貯留層モデルを用いて、第1回海洋産出試験のガス生産挙動やモニ

タリング井での温度低下などの観測結果を再現できるようにした。 

●フィールド開発技術グループなどと連携し、坑井近傍で生じた出砂現象の原因を検討し、特定の地層でグラベル

が移動して砂が直接スクリーンに接する可能性などについて示唆した。 

＜大型室内試験装置による強減圧法の実証。減圧(青線)を
行うことでガス生産(赤線)が生じているが、氷生成の場合に

は、ガス生産が継続されている＞ 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

＜生産シミュレータによる第1回海洋産出試験の生産挙動
解析・評価結果＞ 
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経済的かつ効率的な採収法の提示（⑤～⑦の参考資料） 
フェーズ2の 
重点目標 

＜地層変形シミュレータによる出砂現象の解
析結果。当該深度でグラベル層が薄くなるこ

とを示す計算結果＞ 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

＜開発した保圧コア評価装置群の一部。取得した情報
から貯留層モデルの信頼性が向上＞ 

＜出砂対技術検討のために開発した出砂評価試験装置＞ 

 
保圧コア用キャビネット 

   
    PNATs-X：大型 X 線 CT 装置      PNATs-TACCT：三軸型保圧力学装置 
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我が国周辺海域でのメタンハイドレート賦存状況の把握（14項目
のうち、⑧～⑨） 

フェーズ2の 
重点目標 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項
目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場

合） 

⑧ 
日本周辺海域のメタン
ハイドレート賦存状況の
評価 

メタンハイドレート濃集帯の分布が期
待される（平成23年度中間評価時と
は異なる）3ヶ所以上の海域において、
入手したデータに基づき、濃集帯の
分布状況に関する評価結果を提示す
る。  
 また、メタンハイドレート濃集帯の分
布等資源開発の可能性に重点を置
いた、総合的な評価結果を提示する。
なお、データの少ない海域について
は、メタンハイドレートシステムの検討
に基づく濃集帯推定手法の適用を試
みる。  

東部南海トラフ以外の海域で、メタンハイドレート濃集帯の特
徴を示唆する5海域（宮崎沖3D、能登東方沖3D、三陸東方・
北西海域3D、四国沖2D、沖縄海域2D/3D）において、濃集帯
の分布状況に関する評価作業を実施した。平成27年度末を
目途にBSR分布図の改訂版及び濃集帯分布図のプロトタイ
プを作成する。評価の結果、東部南海トラフ以外の海域にも
濃集帯の存在が示唆された。 
 また、上述の濃集帯分布図をベースとして、各濃集帯につ
いて面積・離岸距離・水深・貯留層深度・濃集度などの資源
開発の可能性に重点を置いた一覧表（リスト）を作成中。これ
らの濃集帯のうち、5ヶ所については簡易貯留層モデルを構
築しエネルギー収支比、経済性指標の試算に使用した（⑭参
照）。 
  （達成見込み） 

⑨ 
メタンハイドレートシステ
ムの検討 

東部南海トラフ海域でのメタンハイド
レートシステムの検討に基づき、デー
タの少ない海域において、メタンハイ
ドレート濃集帯の発達を推定する手
法を検討する。 

第1回海洋産出試験の事前掘削で得られたコア試料を用い、
有機地球化学的な分析・微生物学的な分析を実施した。この
結果、メタン生成菌によるメタンガスの生成がBSR付近でも活
発に行われている可能性が高いことを再確認するとともに、
微生物によるメタン生成をモデル化した。これらの成果やコア
分析・物理検層から得られた各種地質データ・地震探査デー
タを用いた2次元／3次元堆積盆シミュレーションを第二渥美
海丘及び東海沖で実施し、濃集帯形成の条件を検討するとと
もに、本手法が濃集帯の分布推定に有効であることを示した。 
 （達成見込み） 
  

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 
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我が国周辺海域でのメタンハイドレート賦存状況の把握（⑧～⑨
の参考資料） 

フェーズ2の 
重点目標 

●フェーズ2の後半では、東部南海トラフ海域以外の海域においても、在来型の石油天然ガスのための三次元地震

探査が実施された5海域（宮崎沖3D、能登東方沖3D、三陸東方・北西海域3D、四国沖2D、沖縄海域2D）において、

新たに濃集帯分布状況に関する評価作業を実施し、濃集帯分布図のプロトタイプを作成した。また、各種地質

データ・地震探査データを用いた2次元／3次元堆積盆シミュレーションを第二渥美海丘及び東海沖で実施し、濃

集帯形成の条件を検討するとともに、本手法が濃集帯の分布推定にある程度有効であることを示し、データが少

ない海域への適用を試みる基盤を構築した。 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

BSR

海底面

高速度異常

BSR

海底面

北 南

北 南

濃集帯推定作業（例：宮崎沖西部）

＜三次元シミュレーションにより 
  再現された第二渥美海丘濃集帯＞ 

  

A1-LA2-L

A3-L

地震探査データから
解釈した濃集帯分布

Y 
[m

]

X [m]

現在
(0 Ma)

Di
sp

la
y

各層準のMH飽和率分布を重ね合わせて表示したもの
（MH飽和率30％以上の領域を表示している）

佐渡南西沖3D

佐渡西方沖3D

宮崎沖3D

能登東方3D

四国沖2D

三陸沖3D

沖縄海域
2D/3D

道南～下北沖3D

東海沖～熊野灘
（2D/3D）

●：BSR（詳細調査により海域の一部に濃集帯が存在，約5,000km2）
●：BSR（濃集帯を示唆する特徴が海域の一部に認められる，約61,000km2 ）
●：BSR（濃集帯を示唆する特徴がない，約20,000km2 ）
●：BSR（調査データが少ない，約36,000km2 ）
〇：濃集帯分布評価領域

（ ， ， ）平成21年度までに評価 平成23年度までに評価 評価中

BSR分布（平成21年）および濃集帯分布評価領域

＜濃集帯推定作業の例＞ 
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海洋産出試験を通じた環境影響評価手法の提示（14項目のうち、
⑩～⑬） 

フェーズ2の 
重点目標 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場合） 

⑩ 
環境リスクの分析と対策の
検討 

2回の海洋産出試験を受けて、商業生産
時のリスク抽出が完了し、商業生産時の
リスク対応案を提示する。 

第1回海洋産出試験で想定される環境リスクを対象とし、各種
シミュレーション等を実施するとともに、モニタリング(沈下量、メ
タン濃度）、海域調査（水質、底質、生物等)を実施し実データを
取得し、得られた結果をもとに、商業生産における環境リスクを
検討した。周辺海域に顕著な変化は確認されていないため、商
業生産時の環境リスクは小さいことが想定される。（ほぼ達成） 

⑪ 環境計測技術の開発 

商業生産において必要なセンサー類を
抽出し、商業生産におけるリスクに適合
した最適なモニタリングシステムのコンセ
プトを提示する。 

フェーズ1から検討を進めてきたセンサーを用いたシステムを開
発し、第1回海洋産出試験での計測を実施した。地層変形、メタ
ン漏洩ともにガス生産や準備作業などに伴う変化を確認した。
同時にシステム設計やセンサーに関する技術的課題を抽出し
た。 
これらの結果を踏まえ、次回試験に向け、センサー選定とシス
テム構築を実施。加えて、より長期的かつ広域的な現象の把握
を目的としたモニタリング手法を検討した。（ほぼ達成） 

⑫ 
海洋産出試験における環
境影響評価 

海洋産出試験結果の評価から予測手法
の正当性を評価し、海洋開発システムに
対する環境影響評価手法の最適化を行
なう。 

第1回海洋産出試験における一連の作業について環境影響の
事前評価を実施した。また、検討結果の事後評価として、海外
事例、試験時のデータを用いた予測計算やモニタリング結果等
をもとに見直しを行った。 
最終的な評価結果として、6日間の生産期間では、環境へのリ
スクは小さいという結果が得られた。これらの結果をもとに、次
回試験での評価項目、評価手法等の適正化を実施した。（ほぼ
達成） 

⑬ 
メタンハイドレート開発にお
ける環境総合評価と最適化
検討 

海洋産出試験結果とこれまでの成果を
踏まえて、商業生産時の環境影響評価
手順を提案する。 

第1回海洋産出試験における結果、海外における在来型の影
響評価事例、環境有識者会議での議論を通じ、環境影響評価
手法と評価結果の検討を実施した。これらの結果をもとに、リス
クマトリックスの適用方法や事後モニタリングの活用など、より
合理的と考えられる環境影響評価の手順を提案した。（達成） 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 
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海洋産出試験を通じた環境影響評価手法の提示（⑩～⑬の参考資料） 
フェーズ2の 
重点目標 

＜シミュレーション等の結果例＞ 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

●フェーズ2の後半では、第1回海洋産出試験の作業をもとに抽出した環境影響要因について、シミュレーションや生物

試験による影響予測並びに影響評価を行ったほか、計測システムによるガス生産時の地層変形、メタン漏洩のモニ

タリングや環境調査を行い、環境影響に関する実データを取得した。予測・評価結果と実データは概ね同様の傾向を

示し、試験の規模では顕著な環境変化が生じていないことを確認した。得られたデータをもとに、次回以降のより長

期のガス生産に関する環境影響を検討した。 

メタンの生物影響確認試験 
（動物プランクトン） 

メタン漏洩（事故時想定） 
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＜影響評価結果まとめ（一部抜粋）＞ 

影響の程度

重要種 期間 範囲

・BOPの設置･回収時の海底面での濁りの発生 高 短期 直近 軽微 低

・MH生産水の排出による水質変化 高 短期 直近 軽微 低

・メタンの漏出による水質変化 高 短期 近傍 軽微 低

・廃坑時の埋め戻し等に伴う海底面での濁りの
  発生

高 短期 近傍 軽微 低

・掘削に伴う騒音 高 短期 近傍 軽微 低

・ケーシングパイプの切断による騒音 高 短期 直近 軽微 低

・BOP設置・回収による海底撹乱 高 短期 直近 軽微 低

・廃坑作業による海底撹乱 高 短期 直近 軽微 低

・BOP等の存在による地形変化 高 短期 直近 軽微 低

・メタンガスの生産に伴う地盤変化 高 ※ 直近 軽微 低

・廃坑作業による地質変化 高 短期 直近 軽微 低

  

　

  

地質・土
壌環境

底質

地形・地質

その他の 流況

　　　　評価内容 発生頻度
リスク
レベル

　　　　　　　　　　　環境要素

環境の自
然的構成
要素の良
好な状態
の保持+

水環境 水質

環境音
（水中騒音）
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MLMS4 METS1 D-CH4 25hr ave
MLMS4 METS2 D-CH4 25hr ave
500m地点の海底直上水（4地点平均）

準備作業
1/28-3/12

廃坑作業
3/18-31

ガス生産
3/12-18

MH層掘削
2/20-2/25

生産に伴うと
思われる変形

出砂に伴うと
思われる変形

変形か?

＜計測システムで取得したデータの例（左：メタン漏洩、右：地層変形）＞ 

調査機材 

＜環境調査の機材とデータ例（底生生物）＞ 
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我が国周辺海域のメタンハイドレート層が安全かつ経済的に 

開発できる可能性の提示（14項目のうち、⑭） 

フェーズ2の 
重点目標 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

番
号 

個別要素技術 
（フェーズ2  

研究開発テーマ（14項目）） 

アウトプット指標・目標値 
（フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの達成目標） 

達成状況（実績値・達成度） 
フェーズ2実施期間のうち 

H24年度からH27年度までの成果 

原因分析 
（未達成の場合） 

⑭ 経済性の評価 

海洋産出試験や海洋開発システムの検討
等を踏まえた我が国周辺海域のメタンハイ
ドレート開発の経済性を提示し、経済性を向
上させる技術課題の抽出を行う。 

 我が国周辺海域で代表的と考えられる濃集帯（⑧の成
果を活用）を検討対象とし、第1回海洋産出試験で得ら
れた知見（②，⑥の成果を活用）や、開発システムの検
討により得られた知見（③の成果を活用）を反映して経
済性評価を行った。また、経済環境によらない技術的な
指標として、LCAの観点を含めたエネルギー収支の評価
を行った。 

 この結果、経済性にもっとも大きな影響を与える要因
は坑井あたりの生産量であることを確認した。経済性を
向上するためには適切な坑井配置に基づきコストを抑制
しつつ、最大の生産量を実現するための設計技術が必
要である。そのためには、生産性評価技術の高度化や、
回収率の向上、掘削・生産設備等のコスト低減に資する
技術が必要である。 

 現在も、データの確認等の作業等を継続しており、作
業終了は今年度末の予定。（達成見込み） 
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時間（年）

ガス生産レート
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我が国周辺海域のメタンハイドレート層が安全かつ経済的に 

開発できる可能性の提示（⑭の参考資料） 

フェーズ2の 
重点目標 

●フェーズ2後半では、評価対象濃集帯の追加、海洋産出試験から得られた知見の反映 開発システム仕様検討に

基づくコストデータの見直しなどを行い、フェーズ1、フェーズ2前半で実施した経済性評価の見直しを行った。 

＜評価対象濃集帯の追加＞ 
 資源量評価の結果に基づき、評価対象  
 とする濃集帯を追加した。 

個別要素技術のアウトプット指標・目標値及び達成状況 

＜開発システム仕様検討＞ 
パイプラインの仕様検討等を行い、経済性評
価のコストデータを見直した。 

＜経済性評価の見直し＞ 
・最新の経済条件を反映して経済性評価を実施した。また、経済条件によらない指標としてＬＣＡの観点を含む 
エネルギー収支評価も実施中。 
・これらを元に経済性を向上させるために必要な技術課題（生産性向上、掘削・生産設備費低減、生産性評価技
術の高度化、等）を抽出した。 

＜海洋産出試験から得られた知見の反映＞ 
ヒストリーマッチングに基づき、生産挙動予測を
見直した。（第二渥美海丘濃集帯モデル例） 
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４．当省（国）が実施することの必要性 

 メタンハイドレートは将来の国産資源として、我が国の長期のエ
ネルギーの安定供給に資することが期待されており、国民や社
会のニーズを的確に反映している。 

 本事業では、世界に先駆けて非在来型化石燃料であるメタン
ハイドレートの商業的産出のための中長期かつ総合的な技術開
発等を行っている。しかし現段階では開発手法の確立には至っ
ておらず、参入リスクの観点から民間企業だけに技術開発の役
割を委ねることは困難である。 

 メタンハイドレートからのガス生産の手法を確立する上で、本研
究開発は必要かつ適切である。また、エネルギー自給率の向上
を図るための事業であり、優先度は高い。 
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５．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ 

H25年1月から世界
初の「海洋産出試
験」実施 

 

 

H 2 5  ～  2 7 F Y 頃  H28～H30FY 

砂
層
型 

H30年代後半  

【今後の課題】 
• 長期・安定的なガス生産に必要な技術開発 
• 生産コストを飛躍的に引き下げる技術開発 
• 長期生産を実施する際の環境面への影響把握 

海
洋
産
出
試
験
（
中
長
期
） 

総
合
的
検
証
の
実
施 

今後の方向性の
議論を踏まえ、資
源回収技術の本
格調査・研究開発
等に着手。 

平成25年度以降3年間程度で、資源量把握に向け
た取組を集中的に実施。 

表
層
型 

○広域地質調査・詳細地質調査の実施                      
H25FY：上越沖/能登半島西方沖、H26FY：隠岐周辺/秋
田沖/ 山形沖（一部はH27FY実施）、H27FY：北海道周辺 

○有望地点での地質サン
プルの取得（H26FY～） 

資源回収技術
調査の実施 

方
向
性
の
確
認
・見
直
し 

実績：6日間で2万m3/
日の生産量 

ガス生産実験の期間及び生産量の目
標については、今後の研究の進捗等
によって平成27年度頃までに決定。 

○平成30年代後
半に民間が主
導する商業化
プロジェクトが
開始されるよ
う、国際情勢
をにらみつつ
技術開発を進
める。 

商業化プロ 
ジェクト開始 
に向けた準
備 
 
民間企業を 
中核とした 
体制整備等 
 

技術課題への集中的対応 

○試験結果の分析 

○技術課題の克服 

○陸上での中長期の産出試験
による実証 

 （1～3ヶ月程度の連続生産） 

商業化の実現に向
けた技術の整備 

○新たな「海洋基本計画」（平成25年4月閣議決定）では、 
 （１）砂層型メタンハイドレートについては、①「平成30年度を目途に、商業化の実現に向けた技術の整備を行う」目標を確実に実施する。

また、②商業化プロジェクトに向けた目標を初めて設定。 
 （２）表層型メタンハイドレートについては、表層型の資源量調査目標を初めて設定。資源量を把握するため、平成25年度以降3年間程度

で広域的な分布調査等を実施する。 
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５．事業アウトカム達成に至るまでのロードマップ（補足） 
平成30年度までの技術整備（事業アウトプット）の達成目標は， 

① 第2回海洋産出試験の実施によるガス生産技術の実証（生産予定期間は約1ヶ月：出砂対策，
圧力制御技術等の改善による安定生産の確認） 

② 中長期のガス生産に伴うメタンハイドレート資源フィールドの特性評価（ガス生産挙動，環境影
響，地層の安定性等の予測） 

③ 海洋開発システムの検討（技術検討が主体） 

④ 長期陸上産出試験の検討・実施による、より長期の生産挙動の把握（ただし、生産条件は海
洋とは異なる） 

⑤ 減圧法を補完する生産増進回収法の検討（シミュレーション・ラボ実験が主体） 

であり，これらの成果をもとに，技術の熟成度，開発の経済性・エネルギー収支，環境リスク等を含
めて，次の段階に移行できるかの総合的検証（技術アセスメント）を実施する。 

 本事業終了後から、最終的な事業アウトカムである「平成30年代後半における民間が主導す
る商業化プロジェクトの開始」の達成に至る期間においては，海洋開発システムの技術実証等
を含めた，さらに長期の実フィールドでの実証試験が必要となる。この期間には段階的な試験
規模（投資額）の増大が予測されるため，実際のプレーヤーとなる民間企業との調整も図った
上で，ロードマップの具体化を図ることが重要である。 

 事業投資リスクを最小にするためには，将来のアウトカムを見据えた上での順応的なプロジェ
クト管理（第2回海洋産出試験の結果と、技術の熟成度に応じたアクション）が重要である。
従って、上記のロードマップ具体化の作業においては、第2回海洋産出試験の結果を踏まえて
具体的な方向性を議論する必要がある。 
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６．研究開発の実施・マネジメント体制等 
 フェーズ2の遂行に当たっては、（独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構、（国研）産業
技術総合研究所の2者が、プロジェクトリーダー増田 昌敬東京大学教授の下に新たな
メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム（MH21研究コンソーシアム）を組織して、
研究開発に取り組んできた。 
 
 平成28～30年度の作業については、従来の成果を継承していくために、現在の体制
を継続し、MH21研究コンソーシアムについて、意思決定機関である運営協議会とともに
、研究開発を推進するための4つのグループ（推進グループ、フィールド開発技術グル
ープ、生産手法開発グループ、資源量評価グループ）によって運営していく予定。なお、
このうち、メタンハイドレートの開発に係る環境に関する研究については、現体制のとお
り推進グループの統括のもとMH21研究コンソーシアム全体で取り組むが、実態上その
作業を行っている推進グループ下の環境チームの存在を組織図で明示することとした。 
 
 さらに、コンソーシアム内の技術者のオープンな意見交換を促すために設置している
技術連絡会や、成果普及のための年次成果報告会(メタンハイドレートフォーラム)の機
会のほかに、将来的な展望ないしはロードマップ検討（前述）の観点から、外部の組織
との情報交流・意見交換についても、より積極的に促進する。 



 
 

経済産業省 メタンハイドレート開発実施検討会 

メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム 

プロジェクトリーダー：増田昌敬東大教授 
運営協議会 

推進Ｇ 
 
 
 
 
 

管理主体 
ＪＯＧＭＥＣ 

フィールド 
開発技術Ｇ 

 
 
 
 

管理主体 
ＪＯＧＭＥＣ 

生産手法 
開発Ｇ 

 
 
 
 

管理主体 
ＡＩＳＴ 

資源量 
評価Ｇ 

 
 
 
 

管理主体 
ＪＯＧＭＥＣ 

環境Ｔ 

技術連絡会（各Ｇの研究活動を報告） 

業務連絡会 

環境評価に関する知見・成果を共有 

情報共有 

委託 評価、助言 
報告 

運営 
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７．費用対効果 
 海洋基本計画に記述の「平成30年代後半に、民間企業が主導する商業化のためのプロジェクトが開始され
る」という目標時点における実用化のイメージに基づき、プロジェクト実施者として、以下のとおり試算した。（天
然ガスの価格は貿易統計に基づく。） 
（注：事業化のメソッドが確立していないため、現段階では事業化されたときのイメージについて厳密な検討を行うことは難しい。 
  以下は、これまでの研究開発の成果から類推できる範囲で試算したものである。） 

 
○メタンハイドレートガス田の商業化段階の生産量として下記の規模を想定 
                         100万㎥／日／1ガス田 
   
○この規模のガス田が合計10箇所（10ガス田）、操業を開始した状況を想定（1,000万㎥／日）。これは、我が国 
 のLNG輸入量（現在の輸入量が当面ほぼ維持されると仮定）の5％程度（熱量換算）に相当。 
  （仮定の前提：スライド14に示した「東部南海トラフ」エリアでは10箇所以上のメタンハイドレート濃集帯を既に確認。その他の調 

   査箇所でも、今後、それぞれ複数の濃集帯が確認され、これらの濃集帯がのうち10箇所が操業開始すると仮定）  
 
○1ガス田の操業期間を15年とすると、これら10ガス田からのガス生産量は、 
                      合計    約 54,750百万㎥   と算出される。 
 
○日本エネルギー経済研究所の「アジア/世界エネルギーアウトルック 2015（2015年10月）」によれば、日本市 
  場の天然ガス実質価格（レファレンスケース）は2030年は12.8$/MMBtu、2040年は14.1$/MMBtuとの見通 
  しであり、中間値として13.45$/MMBtu（0.512$/㎥）をこの期間の近似値と仮定する。（1MMBtu≒25㎥） 
○これを上記の15年間の合計生産量に乗じると総額約28,032百万ドルの売上高となる。円・ドルの為替レート   
   を1＄=120円と仮定すると、総額約3兆3,638億円の売上高となる。 
   
（まとめ） 
○上記のとおり、計画に沿う開発が実現できた場合には、産出されるメタンガス（天然ガス）の売上高がメタンハ 
  イドレート開発促進事業のこれまでの予算総額約1,000億円に比して30倍を超える売上を期待することがで 
  きる。 
                      （注：本試算では、施設整備、操業費等、ガス田運営のためのコストについては除外している。） 
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座長 

委員 

・池島 賢治 

  一般社団法人日本ガス協会 常務理事 

・金森 邦夫 

  国際石油開発帝石株式会社 技術本部長 

・小山 堅 

  財団法人日本エネルギー経済研究所 常務理事 

・藤田 和男 

  芝浦工業大学専門職大学院 客員教授 

・真殿 達 

  麗澤大学経済学部 教授 

・山冨 次郎 

  東京大学大学院工学系研究科 教授 

評価検討会名称 

評価検討会委員 

 メタンハイドレート開発促進事業（フェーズ2中間時）中間評価検討会 

・在原 典男  
  早稲田大学 名誉教授 

８．中間評価の結果（平成23年度、フェーズ2中間） 
（１） 評価検討会 
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● これまでの成果を経て、海洋産出試験が実施できる段階にまで達したこと
は評価に値するものであり、商業化に向けて着実に進歩している。また、今後
への期待は大きいが、さらなる課題が山積する中、より意欲的で着実な研究
開発が望まれる。  

 
● 今回の海洋産出試験のみでは不十分な部分もあるが、海洋産出試験の実
施後は、開発コスト等の経済性を視野に入れた評価が望まれる。開発コスト
やリスクの低減を可能にすることで商業化の見通しを明確化する必要がある。 

 
● 計画の妥当性については、状況の変化を踏まえつつ、適宜・適切に設定す
る必要があるが、場合によっては原点に立ち戻り再検討する柔軟性も必要で
ある、また、東部南海トラフ海域については、大地震の震源域とも言われるた
め、大地震や大津波についても注意する必要がある。  

（２） 総合評価（コメントの抜粋） 
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● 「経済産業省技術評価指針」に基づき、プロジェクト中間評価において、評点法による評価を実施
した。 

● 評価項目3では、『不確定要素が多い段階ではあるが、重要な技術課題、取組、成果等をより積
極的に明示することが望ましい。』との指摘を頂戴した。 

● 評価項目4では、『海洋産出試験等を実施していない現時点では事業化の見通しが立っていると
は言い難く、妥当とは言えない部分があると考えられる。』との意見を頂戴した。 

● 評価項目5では、『最終的に実用化を視野に入れたマネジメント体制を検討することが望ましい。』
との意見を頂戴した。 

【評価項目の判定基準】 
６．総合評価 
（中間評価の場合） 
 ３点：事業は優れており、より積極的 
    に推進すべきである。 
 ２点：事業は良好であり、継続すべ 
    きである。 
 １点：事業は継続して良いが、大幅に 
         見直す必要がある。 
  ０点：事業を中止することが望ましい。 

【評価項目の判定基準】 
１．事業の目的・政策的位置付けの妥当性～５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ・体制・資金・費用対効果等の妥当性 
     ３点：非常に重要又は非常によい  ２点：重要又はよい   １点：概ね妥当    ０点：妥当でない                   

（３） 評点結果 
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今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

● 天然ガスに対する期待も高まっており、今後も開発のために
全力を注ぐべきである。必要な人的・物的リソースを十分に確保
し、個々の技術的課題を克服し、研究開発の成果を結実させな
ければならない。 

 
 
 
● 着実な研究開発成果を得るためにも、状況の変化に応じて
フェーズ3を含む計画の見直しを実施することも考えられる。的確
なスケジュール管理を期待したい。 

 
 
 
● また、東日本大震災後のエネルギー政策の見直しと併せて、
メタンハイドレート開発の政策的位置づけについての検討も重要
ではないか。 

● 従来から『我が国におけるメタンハイドレート開発計画』に基づ
いて、メタンハイドレート開発に取り組んできたところである。引き
続き研究開発を着実に推進し、成果を結実させることができるよ
う積極的に研究開発に取り組んで参る所存であり、必要な予算、
人的・物的リソースを最大限に確保・活用するために努力してま
いりたい。 

 
● 着実な研究開発成果を得るべく、まずは現在事前掘削中の第
1回海洋産出試験で得られるデータを早期に分析・解析し、商業
生産に必要な技術の確立を実現させる計画を策定する方針であ
る。その上で、必要に応じて開発計画の見直しも含めて検討して
参りたい。 

 
● 現在、総合エネルギー調査会基本問題小委員会でエネル
ギー基本計画を見直しているところであり、さらに海洋基本法に
基づく海洋基本計画の見直しが平成24年度に行われる予定で
ある。これらの動向を踏まえながら、メタンハイドレート開発が、
より促進されるような政策的位置づけの検討を行ってまいりたい。 

（４） 提言及び提言に対する対処方針（１） 
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今後の研究開発の方向等に関する提言 提言に対する対処方針 

● 商業化の見通しをつけるために、生産レート等に関わる技術
的課題に関する試験項目を、可能な限り海洋産出試験に設定す
べきと思われる。 

 
 
 
 
 
 
● また、実施体制や評価体制についても、石油・天然ガス資源
開発企業など民間企業が有する経験と技術や、国際的な視点
等を導入することも有効と考えられる。 

 
● 本事業についての重要性をアピールすることが重要であり、
一般国民にとっての理解と適切な評価を得るための努力が今後
も重要と思われる。 

 
 

● 商業化の見通しをつけるためには、生産レートの増加、開発
生産コストの低減、環境リスクの抑制が主要な課題であると考え
られ、今回の第1回海洋産出試験では、試験期間中の安全性、メ
タンガス生産挙動の把握等の達成目標のほか、シミュレーション
の基づく生産レートの予測値等を設定して試験を実施している。
引き続き、将来の商業化の見通しの検討に際して、技術的課題
に関する試験項目を設定しながら、経済性の評価等を行っていく
方針である。 

 
● 実施体制や評価体制に関しては、研究開発の進捗を踏まえ
つつ、民間企業の技術的知見の活用や、国際的なエネルギー動
向を見極めながら、より適切な体制構築を行って参りたい。 

 
● 本事業の目的、政策的重要性を鑑みれば、一般国民の理解
を得る努力が重要と考えており、従来から、開発計画の基本的
な方向性を議論する開発実施検討会を公開としてきている。また、
第1回海洋産出試験実施に際しても、事前掘削作業の段階から
マスコミ等報道関係者に対して事業説明会を開催してきた。さら
にＭＨ2１コンソーシアムのホームページを設けており、情報発信、
質問や問い合わせ等に対応している。今後も更なる理解を得る
べく努力してまいりたい。 

（４） 提言及び提言に対する対処方針（２） 
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